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ニコン、衝撃の純利益前年度比50％減 
斜陽を迎えたカメラ産業が打つ次の一手
は？ 
 

日本の製造業が置かれている立場は厳しい。

その中で唯一気を吐いていたのがデジタルカメ

ラ。しかし、最後の砦ともいえるこの市場が急

速に萎んでいる。象徴的なのが、トップを争う2

社の業績だ。ニコンは2019年4～6月期の連結決

算で純利益が前年同期比50％減の82億円。キヤ

ノンは2019年12月期の連結純利益が37％減の

1,600億円と予想している。 

原因は明らか。コンパクトデジカメ（コンデ

ジ）を持ち歩く人はほとんど見かけなくなった。

スマートフォンのカメラ性能が向上し、SNSでの

活用が増えたことで、コンデジはその役割を終

えたといってもいい。 

この事態を目の当たりにして想起するのは、

富士フイルムの鮮やかな事業転換。写真の世界

で欠かせなかったフィルムが、驚くべきスピー

ドで不要となったのは記憶に新しい。富士フイ

ルムが優れていたのは、コンデジで一定の成果

を挙げながら、潔く「写真」に見切りをつけた

こと。そして、自らの技術を活かす道としてヘ

ルスケア事業に注力した。現在、フィルム事業

で培った技術を活かし、大きな成長が見込める

再生医療市場で存在感を発揮している。 

富士フイルムの成功は、既存事業との連続性

を見出したことにあるのは間違いない。ニコン

は、2020年に製造業の現場サポートを見据えた

人材派遣会社の設立を予定しているが、これも

同様の手法といえる。シニア層の就業選択肢を

広げることを視野に展開するとしており、時代

とのマッチングも期待できそうではある。果た

してこの一手がニコンを救うことにつながるの

か否か、注目したいところだ。 

 

申告書等閲覧サービスを見直し 
９月１日から写真撮影が可能に 

 

国税庁はこのほど、申告書等閲覧サービスを見

直したことを明らかにした。今回の改正は、閲覧

申請者や税務署員の閲覧に係る事務負担を削減

するため、今月９月１日から閲覧時の写真撮影を

認めるとともに、提出書類の見直し等を行うも

の。 

申告書等閲覧サービスとは、申告書等をなくし

てしまった場合や、被相続人（亡くなった人）が

生前に提出した申告書等を閲覧したい場合など

に利用できるというもの。 

このサービスは、利用料金は無料だが、これま

では、写真撮影は一切認められておらず、コピー

などの交付も認められていなかった。したがっ

て、申告書の内容等を記録するには、その場でメ

モを取って書き写す必要があり、メモをとる場合

でも、カメラでの撮影やスキャナーでの読み取

りはできなかった。今回の見直しでは、閲覧に

際しては、原則として、管理運営部門の窓口担

当者等が立ち会う。その際、写真撮影は、デジ

タルカメラ、スマートフォン、タブレット、携

帯電話など、その場で写真が確認できる機器に

限って認める。 

動画については、音声が録音されるおそれが

あるため認めない。閲覧申請者に写真撮影をさ

せるに当たっては、申告書等以外の写り込みを

防止する観点から、必要に応じて机上衝立が置

かれ、撮影の都度又は撮影後、担当の税務署員

がその場で写真を確認し、申告書等以外の写り

込みがある場合には、閲覧申請者に消去させる

か撮り直しをさせる。 

 


